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計画の策定にあたって 
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１ 計画策定の趣旨 

「地域福祉」とは、住民や地域の組織・団体、福祉事業関係者等、地域に関わるすべての

人や主体が連携・協働しながら、地域の福祉課題の解決に取り組む考え方です。 

一人ひとりが個人として尊重され、地域社会において相互に支え合い、生きがいのある生

活を送り、自らの意思で様々な社会活動に参加することができるよう、市民、地域の組織・

団体、関係機関や行政が協力して支援し、誰もが幸せを実感できる社会の実現に取り組んで

いくことが求められています。 

本市においては、2004年に「宮崎市福祉のまちづくり総合計画（第一次宮崎市地域福祉計

画）」を策定し、「第四次宮崎市地域福祉計画」に至るまで、時代のニーズや課題に合わせ、

地域福祉の推進に取り組んできたところです。しかしながら、新型コロナウイルス感染症の

流行による個人間、地域内の関係性の希薄化、いわゆる「2040年問題」に象徴される人口構

造の変化、複雑化・複合化する福祉課題や制度の狭間への対応を見据え、「第五次宮崎市地

域福祉計画（以下「本計画」という。）」を策定することとしました。これまで本市において

積み重ねてきた取組を継承しながら、市民、地域の組織・団体、関係機関、行政といった多

様な主体のつながりを育み、連携・協働により互いに支え合い・助け合うことで、本市で暮

らす一人ひとりが、幸せを実感することができる地域福祉の推進に取り組みます。 

なお、地域福祉に関連がある「宮崎市成年後見制度利用促進基本計画」と「第二次宮崎市

再犯防止推進計画」について、本計画と一体的に策定し、その推進に取り組みます。 
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２ 社会福祉法と地域福祉計画のこれまでとこれから 

（１）社会福祉法の改正  

2000年に施行された社会福祉法（社会福祉事業法からの改正）では、地域における社会福

祉である「地域福祉」の推進という考え方が目的に規定されました。また、社会福祉法には、

地域で暮らす住民が地域福祉の推進に努める「住民参加」の考え方と、地域福祉の推進を目

的とした市町村の「地域福祉計画」の策定が示されました。 

2017 年の社会福祉法の改正においては、市町村の地域福祉計画が、各福祉分野で共通し

て取り組むべき事項を記載した「福祉分野の上位計画」として位置づけられ、計画の策定と、

市町村における「包括的な支援体制の整備」が努力義務とされました。 

さらに、2021年の社会福祉法改正では、地域住民の複雑化・複合化したニーズに対応する

支援体制の構築に向け、重層的支援体制整備事業が創設されました。 

 

（２）地域福祉が目指す姿 

近年、孤独・孤立や制度の狭間、ヤングケアラー、8050問題等、地域で暮らす一人ひとり

が抱える課題が複雑化・複合化しているなかで、課題を抱えている個人・世帯を取り残さず、

誰もがつながりを持ち、適切な支援を受けながら安心して暮らせる地域づくりが求められて

います。 

この現状を踏まえ、2016 年に閣議決定された「ニッポン一億総活躍プラン」において｢地

域共生社会｣の実現が掲げられました。地域共生社会は、社会構造や人々の暮らしの変化を

踏まえ、制度・分野ごとの「縦割り」や「支え手」「受け手」という関係を超えて、地域住

民や地域の多様な主体が参画し、人と人、人と地域資源が世代や分野を超えてつながること

で、住民一人ひとりの暮らしと生きがい、地域をともに創っていく社会です。 

本市においても地域共生社会の実現を目指し、地域福祉の取組を進めていく必要があります。 
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